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地震が地域に与えたダメージとその地域特性について

一一1978年宮城県沖地震を例として一一

中林一樹*

要約

1978年宮城県沖地震は， 60万都市仙台市を直撃し，多大な被害と，新しい都市型の地震災害の様相を

呈したことで多方面から注目された。しかし，本稿では，地震被害が地域に与えたダメージは，その絶

対量ではなく，地域社会の有するポテンシャルに対する相対的な損失として把握すべきであるとの観点

から，被害項目別に市町村別の各々の潜在カと対比して，地域の受けた被害度の検討とその分布を明ら

かにすることを試みた。

その結果，人的被害のダメージとしては，仙台を始めとする都市部で極めて大きいこと，逆に物的被

害のダメージとしては，県の被害総額の48%を占めた仙台という都市よりも，地盤条件の悪い平野部の

農村において，極めて大きいことが明らかとなった。

はじめに

筆者は，前稿において，最近の災害事例から["災害

が地域に与えるダメージとしての R被害の大きさ"につ

いて」の試論的検討をおこなった(中林 1978)。そこで

は，伊豆大島近海地震(1978)の3市町，宮城県沖地震

(1978)の4市町，酒田大火(1976)，三崎大火(1975)

の三浦市， 17号台風水害 (1975)の高知市，の5災害，

10市町をとりあげ，被災地のもつ社会的条件(地域経済

行財政規模などに表わされる地域社会のポテンシャル〕

に対する被害の相対的な大きさによって，地域の被った

ダメージを測定しうることを明らかにした。

本稿では，前稿の視点に立って， 1978年宮城県沖地震

に注目し，その及ぼしたダメージを市町村別に検定する

ことによって，被害の地域特性特に都市部での被害程度

を，農村部と対比的に検討することを目的とする。

1 1978年宮城県沖地震の被害慨要

1978年には地震史に残る 2つの地震が発生した。 1月

14日の伊豆大島近海地震 (M7.0)と6月12日の宮城県

沖地震 (M7.4)である。特に後者は， 60万都市仙台を

直撃し，その被害態様に高度経済成長期を経た都市にお

ける種々の防災上の問題を浮び上らせたことで各方面か

ら注目され，すでに多くの調査報告がなされている。

*東京都立大学都市研究センター・理学部

表-1は新潟地震以後の主な4つの地震についてその

被害態様を比較したものである。建物被害等の物理的被

害の苦手lに死者・行方不明者が多いのは十勝沖地震である

が，逆に全半壊家屋の割に死者の少ないのが新潟及び宮

城県沖地震といえる。さらに，この2つの地震は，新潟

市及び仙台市の二大中核都市を直撃したものであり，そ

の被害態様において，上水道・ jJス電気施設など都市生

活の基幹をなす施設いわゆるライフ・ラインに多大な被

害を及ぼした点も共通するものである。しかし，宮城県

沖地震においてより特徴的な点は，他地震に比較して圧

倒的に負傷者数の多い点であろう。

1-1 人的被害

死者は，宮城県下で27人(うち仙台市で 13人)，福島

県で 1名である。死亡原因では，ブロック塀の転倒壊に

因るのが8人，同じく石塀に因るのが6人，門柱に因る

2人を加えると，計16人， 57%に達し，多くの議論を呼

んだ。これらの死者を年令別に負傷者と比較したのが表

-2である。死者では，小学生以下の幼児と， 60才以上

の老人(特に女性〕に集中しているが，逆に重軽傷者で

は20-59才の青壮年層(特に女性〉に多い。また，負傷

者の原因は，同じく NHKの追跡調査によれば，

ガラスによるもの 22.5% 

転倒，転手客によるもの 22.5% 

落下物によるもの 13.1% 

壁，天井の損壊によるもの 5.6% 
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表-1 最近の主な地震による被害態様の比較

区 分 | 新 潟地震|十勝沖地震|伊豆大島近海糠|宮城県沖地震

発生年月日，時|昭和39年6月16日 照明43年5月16日 9明昭和53年1月14日 12時i昭和53年6月12日
!~~~ ::-':A'<，;: / ~:;~ "K  ，.， J49分(春)M 7.8，翌17124分(冬)M 7.0，翌 51

刻，季節，規模 113時02分(夏)M 7.5市プM 7.4の余震 1日， M5.8の余震 ¥ 17時14分(夏)M 

震源地，最大震瞳潟県粟暑付近海底割襟裳岬の沖合海底欝さ|伊豆大島西10km 深さ 01仙台市東方約130k皿深さ
いぎ 40凶最大震度VI，新1150km 雷度は苫小牧VI ， I~_ .u.~:~Å~::~ ~~~~'\I必凶仙台・石巻など震
幅，沼田知 ぺ函館，執八戸，曲ylkm，震度v(大島・概)!度V
| 凶震前3日間大雨があっ1""" 晴 22日， 26-28日に大

気 象|晴 |た当日は晴 |晴 |雨，若干の被害

被害区域閣躍;議事な被害，軟17~費支持森県，岩手県肝頭市河津町を中心lE雲母福島・岩手県に及

地 盤|寄託警察252噴砂，地l今夏品棋のローム層Ir脅霊長2思議・風化|曾鞍で建物被害，盛

T津波，地すベ卜部で地すベり l交孫基五tp，地すlFZZ最大きな地すベi管 戸 籍 援 の 地 す ベ

河 川|群雲間喜美浸水，津|堤防，護岸の亀裂 |罪的競のえん堤崩司堤防の亀裂，沈下

非木造建物|軟弱地盤において鉄筋コ陸積コンクリート造の建|断層上のホテルに被害陸筋コンクリート造で大
|ンクリート造の建物が傾隔が崩れ落ちたり大破しICRC)，屋上の高置水槽|破したものありその他，
1斜，転倒した 民(函館・三沢など)"1の被害多数 陸の亀裂はく落なと筆墨

田地，高層建物件除額警視霊長fi l lF議デヨン被害(亀

木造建物倍前警告隷弘明I~奴髭より伊j壊した|臨ぷ・落石による破|銃器長話器?と、否妻賢

襲階8件でヤ薬停りが出品電2件火中よ 3 ・4 ・7 
出 火悼隙"同〈I曹富せ主と同時に山岡市1石油の石治ストープ，薬品の転なし(石油スト プ桶火 'り出火〈その

タンク，学校，研究倒による出火が多く発生のために火傷者が多い〕 のローソクの
り出火，民家から出 した (22件) IV-'/~v-"~;". Im'ß w，，， v'/ 1~:Y ~2f4) 

|火ず 大階学に(薬品延)で， 4. 7 延 焼昭石のタンク火災は隣接延焼火災は比較的少ないなし おいて焼した(ガ
工場等に延焼し-さらaに行士(22件中 9件だが2-3 スホノレダーの1.4万m'の
近の民家 300余戸を類焼棟で、消火〉 ガス焼失〉
した

人的被害|会盟理芸能以戸I~都晶子努諸多く!語辞宮島町司王|寵T2TZ鉱匙T
避

薬

間詩集津波，火災から-1津波附して避難 時前謡番記、学官製富署長島?なう避

ロ|中学校，研究所で薬品の|薬品の落下，混合による 1.，:， 1 薬品による出火が大学に
品|転落により発火 |発火が目立つ ー |なし |て 3件

危 険 物|昭石の 5基の底油タンク|石油ストーブによる火災市ガス局のガスホルダー
など問問も燃え続け'.Jが大半である で大火，石油タンクより
70余基のタンクを燃えつ|ガソリンタンク等からの油漏れ(タンク破損)

」 |漏泊もある

道 路!?，陥没，隆起冠水な|耀伊詣主くる道路|落石・崩壊により途絶開れ，陥没，隆起が生

自動車 交 通l各地で交通不能箇所続出lず道路が寸断，マヒ状院により乗客に死傷者時計努党喜子よ

鉄 道陣;??諜強iii描艶持ま|毒者22??轍霊 l懇話議事顧
電

電

橋

気|毒薬害2E民送電線の(停電 |停電 |雲寺弘存者電所も被

信|昨年訟の切断で全ls-ブノレの切断による不|持完了欝議(デマ臨三議選51議員襲

梁i昭和大橋が落橋した組橋脚の破損 橋重の落下，採封同亀裂

妻役者 金 持 叡 生 相 輩下など(議選福にも
た つ 同様〉

ガス・配管|間35要童話損，プロ|持為票管に被害があ| 防写実顧，ガスホ

上下水道|暗部議事断ふ署|接語7鮮野起寺岸壁豆町にて，導水・送|穀霊長咋安定重量訣
|下水管が大きな註害 !は排水ポンプ場の被害 |水管の破損(海上給水)1の破損

害|出 ~ 議 院 議 員 噴 | 堤 防 ，護岸の亀裂，破損なし願書院議i
|津波により市内広域浸示|により一部浸水 1 ¥が出た ! 

水
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区

津

港

船

消防活

水

死

行方不

負 傷

全壊建

半壊建

分| 新潟地震1十勝沖也会| 伊豆大島近海地震 | 宮城県沖地震

波間忠霊長波に及ぶ 11干潮時のため被害は軽微!なし 120ω程度で被害なし

湾麟港で護岸堤の陥没 i 隅駄て岸壁の陥没・|石巻など岸壁の詰下(傾
，倒壊 '1防波堤の破損 |積率 |倒)クレーン破損

舶|詳波により漁船等が陸に|津波により八戸港で漁船1"し | 
ち上げられた |に器量 1

ft 1...- なし

動|書量得議に説法賎|ぎを里車両を屋外に待機|余震に備えて，広報活動1消火・救援活動は，交通
で他都市から化事車等の|通信途絶地区は火災の望1(市・町) (デマの発生)1混乱のため充分に活動し
応機 --r-""'f'-'...-rV/1楼発見に努めた きれなかった

利|消火栓の多くが破壊 |消火栓の使用不能，他の出火地域での消火栓治判
| |水利を使用 用できた

者 26人 49入 25人 28人

明_1 0 3人 o 0 

者|必7人 330人 205人 10，247人

物|ω備 673;棟 9嚇 1，279煉

物|仰3棟 3，004棟 61嚇 |ι71嚇

表-2 年令別男女別死傷者の比較 (1978年宮城県沖地震〉

年令(歳〕・性別|死亡者 11 重傷者|軽傷者|不 明|負傷者本

男 5 10 96 2 108 

0-12 女 5 10 99 5 114 

小計 10 (35. 7) 20 (12.5) 195 (18.6) 7 ( 8.4) 222 (17.2) 

男 1 36 1 38 

13-19 女 一 2 59 6 67 

ノト 計 一 3 ( 1. 9) 95 ( 9.1) 7 ( 8.4) 105 ( 8.1) 

男 3 40 198 13 251 

20-59 女 3 48 403 38 489 

小計 6 (21. 4) 88 (55.0) 601 (57.3) 51 (61. 5) 740 (57.3) 

男 3 7 38 2 47 

60以上 女 9 40 114 11 165 

小計 12 (42.9) 47 (29.4) 152 (14.5) 13 (15.7) 212 (16.4) 

不
一
合

[2  ( 1. 2) 1 5 ( 0訂示。)1 12 ( 1. 0) 

28(附 11160 (附 11，048(附|邸(削 11，291(附

明
一
計

*負傷者については， NHKの追跡調査結果による。

火傷 3.9qる

ブロック塀 1. 6qら

その他 13.4% 

である。死者・負傷者の原因をみると，家屋の倒壊によ

る死傷者よりも，付属施設や建具・家具の転倒擦にとも

なう死傷者が大部分を占める点、が特徴的である。転倒壊

したものがブ、ロァク塀や石塀などの重量物の場合は死亡

乃至は重傷で，家具やガラス破片などによる場合は負傷
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のみで死亡には至っていないといえる。また，火傷は全

体としては少ないが，主婦に集中している。これは，発

生時刻が6月の夕方5時14分であるため，炊事用火気に

よるものである。なお 1月14日の昼食時に発生した伊

豆大島近海地震時の負傷者の多くが火傷であるが，暖房

用火気によるものであったことと対照的である。

1-2 物的被害

宮城県沖地震による県下での住宅被害は，全壊住家が

1，377戸(1，237棟)，半壊住家が6，123戸 (5，652棟)，一

部破損が125，375戸 (124，733棟〉に及ぶ。表-1に示す

ように，住家の被害に代表される物的被害は，ほぼ新潟

地震時のそれと，同程度の規模である。物的被害を被害

額としてみると宮城県での総被害額は2，688億円に達し，

昭和51年度の国民総生産額約 169兆円の約0.16%に相当

する。

項目別にみると，家屋が789億円(住家600億円，非住

家・その他 189億円)で29%，商工関係(商居・工場や

設備・商品等)が957億円で36%，都市施設関係(鉄道

・電力・ガス・通信などライフライン，その他)が 359

億円で13%，公共土木施設関係(河J!ト道路・橋梁など〉

カ~282億円で11%，農林水産関係が172億円で 6%，医療

衛生施設関係(病院，上下水道など〕が53億円で 2%，

教育施設関係、カ~76億円で 3%という内訳となる。

物的被害について，新潟地震と宮城県沖地震で異なる

点は，表- 1に芯すように，新潟の場合の火災延焼家屋

地震水害による浸水家屋，地盤の液状化による建物被害

等の被害態様の相異である。新潟市と仙台市が各地震総

被害の大部分を占めていることを前提に，大雑把に結論

すれば，新潟のそれは下町的"被害態様であり，仙

台のそれは， 収山手的"被害態様といえる。

2 地震が市町村に与えたダメージ

2-1 市町村別にみた都市化の状況

地震が地域に与えたダメージを検討するに先だち，宮

城県内市町村の都市化状況を概観しておく。

図-1は， 1970年から1975年の5年間の国勢調査におけ

る人口増加率をみたものである。泉市(昭和46年に市制〉

の111%に及ぶ人口増加を始めとして，多大な人口増を

みたのは仙台市に隣接した市町で，富谷町，利府町，多

賀城市などである。こうした仙台市を中心とした仙台部

市圏での人口増のほか，気仙沼市，石巻市などの都市部

でも人口増加傾向にある。

こうした人口増は，住宅等宅地開発を伴なう。図-2

は， 1969年から1976年の 7年間における，地目上の宅地

の増加率をみたものである。概観的には，人口増加の著

.100%以上

盟…
凹 20-49

昌…
図 5-9

図。 -4

口減少
図 1 人口増加率(1970-1975) 

しい市町村は，宅地増加率も著しい。人口増加率111%の

泉市では， 400%を超える宅地増をみているし，また人

口増加率64%の富谷町での宅地増は， 200%を超えてい

る。反面，七ケ浜町や中新田町など，宅地増加の激しさ

ほどには人口増をみていない町村もある。また，この二

つの町を除く，大幅な宅地増加をみた市町村は，付図に

みるように，いずれも丘陵・山地部に立地していること

が注目されよう。すなわち，最近の仙台周辺での宅地供

給において，丘陵・山地部での宅地造成(山林から宅地

への地目変更)が少なくないことを示している。なお，

こうした宅地造成地における被害は，宮城県沖地震で顕

著な被害態様であったのである。

図-3は，同じく 1968年から1976年の 8年聞における

小売底舗数の増加率をみたものである。これも同様に，

人口増加率の高い市町において，商f苫の増加が著しい。

このように，仙台市を中心に，特に北部隣接市町にお

ける都市化が，近年の状況といえよう。

2-2 宮城県の被害に占める仙台市と鳴瀕町の割合

表 3は， 74市町村の合計としての宮城県と，仙台市，

鳴瀬町の各々の現況及び被害を比較し，その割合を百分

比で示したものである。

夜間人口で県人口の30.3%，製造品出街額で27.4%，
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表-3 宮城県下での地震被害に占める仙台市と鳴瀬町の割合

項 目 宮城県 仙台市 鳴瀬町

人 同 8，0臥(100)I 597，139 (30.3) I 11，714 (0.6 ) 

和昭

…4億円。∞~ I 3，836.76 9.32 (0.07) 
51 

年況現
商品販売額 10，ω3.11億円 (100) 5，072.00 (48.3) 19.11 (0.2 ) 

2， 21O.54~円 (1ω~ I 663. 77 13.37 (0.6 ) 

市町村税額 714.52億円 (100) 350.59 (49.1) 1. 96 (0.3 ) 

死 亡 者 27人 (1∞) 13 (48.1) (一〉

重 傷 者 262人 (100) 125 (47.7) 8 (3.1 ) 

軽 傷 者 10，700人 (100) 9，175 (85. 7) 4 (0.04) 

全 壊 住 1，.377p (1∞; I 715 48 (3.5 ) 

物 半 壊 住 6，123戸(100) 3，271 (53.4) 141 (2.3 ) 

的
被 害 総 額 2，308.15億円 (100)* 1，114.12 (48.3) 49.94 (2.2 ) 

住家被害額 599.54億円 (100) 354.08 (59.1) 22.60 (3.8 ) 

被
非{主家被害額 185.14億円(100) 82.48 (44.6) 7.16 (3.9 ) 

商工関係被害 額 957.53億円。∞〉 567.74 (59.3) 5.96 (0.6 ) 

害
土木関係被害額 269.30億円 (100)* 38.17 (14.2) 4.39 (1. 6 ) 

教育関係被害額 75.93億円 (1∞) 41. 71 (54.9) 3.85 (5.1 ) 

医療衛生施設被害額 49. 79億円 (100)本 22.71 (45.6) 0.56 (1.1 ) 

*は，市町村別に区分できない被害額を除いたもの
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図 4 住家全半壊人貝の夜間人口に占める割合

匂

商品販売額では 48.3%，歳入額で 30.0%，市町村税で

49.1%を占める仙台市は，人的被害，物的被害(土木関

係を除いて)ともに40%以上の被害量を占めている。対

して夜間人口で県人口の 0.6%にすぎない鳴瀬町は，製

造品出:荷額ではわずかに0.07%，商品販売額で0.2%，

歳入額で0.6%，市町村税で0.3%を占める町である。鳴

瀬町の被害は，表-3の如くであり，その絶対量として

は，仙台市の数十分の一以下である。

仙台市と鳴瀬町を比較すると，まず，仙台市において

物的被害の差以上に人的被害の大きいことが注目され

る。特に，全体の85.7%に及ぶ軽傷者が仙台市において

発生していることは，先述の如く負傷の原因等からも，

都市部における住居の狭さ(居住空間の高密度〕が大き

な原因であると思われる。

2-3 市町村の受けたダメージ

このように，被害の絶対量としては， 60万都市と 1万

人の町とでは数十倍の差がある。しかし，災害が地域に

与えたダメージを，地域の有する社会条件(ポテンシャ

ノレ〉に対する被害度として検討すると以下である。

(1) 住家のダメージ

里曹5恥0ト~

40-4ω9% 

皿 3ト0ト-3跳9防% 

図 20-29%

ト〉ス:コ:行叶f汀'/ 1叩0-19%

口 附 未 繍満

図-5 被害総額に占める住家被害額の割合

-5は，住家被害額の被害総額に占める割合を示したもの

である。図-4，図-5でともに最も高いランクにあるのは

小牛田町(人口 19，833人，全壊70戸，半壊229戸〉で，

第 1又は第2ランクにあるのは，鳴瀬町，南郷町(人口

7，969人，全壊8戸，半壊73戸， )米山町(人口12，613人

全壊45戸，半壊69戸)，である。図-4に示すのは， 住家

の全半壊率であり，いわゆる建物の倒壊率(全壊棟数十

弘半壊棟数の，全棟数に対する比率)とは異なる。しか

し，居住者の受けたダメージという観点からは，全壊と

半壊による差異はあまり大きくないと考えられるので，

倒壊率よりも住家の全半壊率の方が，地域ダメージをよ

り的確に表現するといえよう。この住家のダメージは，

図-4の如く，沖積平野部の市町村に大きいことが明らか

であり，その度合は，被害の絶対量としては極めて多大

である仙台市や泉市のそれよりも高いのである。これら

の地域は，図一1にみたように，相対的には都市化の程度

も低く，こうした住家の被害が全被害に占める割合が高

いのは当然ともいえよう。なお，図一5にみるように，住

家の全半壊率が極めて低いにも拘らず被害総額に占める

住家被害額の割合の高い町村があるが，これは被害総額

が小さいためである。

図-4は，住家が全半壊した人々(羅災者〉の夜間人口 (2) 人的被害のダメージ

に占める割合を市町村別にみたものである九 また，図 図一6は，夜間人口に占める負傷者の割合である。負傷
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考えるからである。

これによれば， 10%を超えるのは，泉市，鳴瀬町，志

津川町である。次いで仙台市，矢本町，迫町，牡鹿町がダ

メージが高い。仙台市は 568億円に及ぶ商工関係の被害

額に達しており，また宮城県全体の59.3%を占めている

のであるが，仙台市の年間の出荷額及び販売額(約8，910

億円〕の約 6.4%なのである。他方，鳴瀬町は 6億円

の被害を被ったが，これは年間の出荷額及び販売額(約

28億円〕の21.0%に達しているのである。

図 9は，図-5同様，各市町村の被害総額に占める商工

関係、被害額の割合を示したものである。図 8と図 9から

志津川町は，被害総額の70%以上が商工関係であり，同時

に地域ダメージも大きく，その被害は商工関係、に集中し

ていたことが明らかとなるが，逆に鳴謀長町や泉市，矢本

町，迫町，牡鹿町などは，商工関係のダメージは相対的

に大きいが，その他の被害特に住家関係の被害の方が大

者数の多さは，先述の如く，宮城県沖地震の大きな特徴

であったが，市町村別にみると，仙台市，泉市及び名取

市，富谷町という，仙台都市圏において極めて負傷者発

生率が高いのである。

図一7は，この負傷者及び死亡者の発生率と住家の全壊

率との関係をみたものである汽全壊率の高い小牛田町

(41)，鳴瀬町(66)，松山町(34)，米山町(58)など，沖積

平野部の都市化の低い地域等に対し，仙台市c1)，泉市

(10)，名取市(7)では，全壊率が低いにも拘らず，負傷

者発生率は極めて高い。つまり，全半壊した住家は木造

であり，木造建物に対する地盤条件の悪い沖積平野部の

町で住家のダメージが高かったのであるが，人的ダメー

ジは，住家のダメージに比例するというよりも，都市部

で著しく高いのである。それは，先述の如く，負傷の原

因からも明らかで，都市型居住形態の集積に比例して人

的ダメージはエスカレートしたと言えよう。

図-6
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(3) 商工関係のダメージ

被害総額のうち最も多くを占めた商工関係の被害につ

いて，各市町村の製造品出荷額 (1975)と，商品販売額

(1975)の和に対する割合として示したのが図-8である。

地域の有している商工関係のポテンシャルが，出荷額及

び販売額に投影されているとするならば，それに対する

商工関係の被害額の割合が，そのダメージを表現すると
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図-8 商工関係被害額の出荷額と販売額(1975)に対する割合

きなダメージを与えていることが明らかとなろう。また

多賀城市や白石市，岩沼市，角田市，柴田町，大河原町

村田町，秋保町，若柳町，女川町，本吉町，気仙沼市な

どは，全体として被害が少なかった上に，商工関係のダ

メージも小さかったが，少ないながらも被害は商工関係

に最も多く発生したことを伺わせる。

なお，この商工関係の被害額は，施設，製品，商品な

どの直接被害額である。従って，商工関係のポテンシャ

ルの高い仙台市(表-3参照〉は，同時に商工関係におけ

る中枢管理的機能に関しては{也市町村よりも圧倒的に集

積していると考えるべきで，この直接被害が波及させた

間:妾;j9被害は格段に大きいものと予想される。また，松

島を始めとする観光地では，伊豆大島近海地震被災後の

伊豆地方と同様に，観光関連産業の間接的被害は少なく

ないものと思われる。

表 4i土，宮城県でまとめた，企業規模別業種別商工関

係方被害である。地震発生時刻が5時過ぎで，多くの工

場が操業時間終了直後であったこともあれ工業関係の

被害は商業関係の被害の約%であること，また，商業を

中心に，大企業よりは中小企業における被害が大きいも

のの 1件あたりの被害額は大企業がやはり大きいこと

が明らかである。しかし，商業関係の被害は大部分が商

品の損壊によるのに対し，工業関係の被害は製品の損壊

と同時に機械設備の破損も少なくなく，操業再開に至る

.70%以上

臨 60-69%

皿 50-59%

昌 ←49%

図 30-39%

図 20-29%

口 10-附

図-9 被害総額に占める商工関係被害額の割合

までの間接被害は多大になるものと思われる。

(4) 公共土木関係のダメージ

被害総額では，商工関係，住家，に次いで大きい公共

土木関係被害について，各市町村の歳出土木費に対する

割合をみたのが図-10である。

北上川に架かる錦桜矯の落下した東和町で極めて比率

が大きいが，公共土木施設は，表-5のように国，県，市

町村に管理主体が区分されているため，地域が直接的に

被ったダメージは不明確である。ただ，道路・橋梁の被

害が，間接的に地域に与える損失は少なくないことは確

かであろう。

(5) 地域の受けたダ、メージ

以上，主な被害項目別に各々のダメージを検討してき

たが，それらを合計した，各市町村別の被害総額から，

総合的な地域ダメージをみてみる。各市町村の有する諸

機能の総合的なポテンシヤノレが，各々の財政規模，特に

市町村税に投影されているとの仮定の下に，各市町村の

それに対する被害総額の割合をみたのが，図-11，図-12

である。

まず，図一11によれば，最も大きなダメージを受けたの

は，大郷町で455%，鳴瀬町374%，松島町204%であり

仙台市は 168%である8)。歳入額を超えた拡害を受けた
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表-4 商工業の被害額 (単位:千万円〕

¥灰川中小企業|大企業|

業よ¥|件数 | 被 害 額 16集室長[件数 | 被 害 額 16袋詰l件数!被害額 1~臨
商 業|川崎|山 i…91 1241 ω61  8.9191制 221ω0.148

工業 15，4921ω1  0.2421 5叫 ω91 2. 329 1 6，011 1 2，叫 0竺
その他 19，381 1 ω 1  1 o. 1271 10 1 2191 21. 900 1仏3911 1，410 1 0.1切

合 1it 152，871 1 7，0421 0.1331 6臼|乙5341 3. 881 1 53割払5751 0.179 

t、
口

のはI二記の他，米山，迫，中国など10町と，石巻，古川

多賀城の各市である。

なお，拙稿 (1978)によれば，酒田大火(1976)の被

害額は，酒田市歳入額の 810%，伊豆大島近海地震によ

る東伊豆町では 880%に達しているのである。

さらに，地域社会のもつ機能の総体的ポテンシヤノレを

より端的に示すところの，市町村税収額に対する割合を

みた図一12によれば，最もダメージが大きいのは，大郷町

で2400%，次いで米山町，鳴瀬町で，この 3町がいずれ

も2000%を超えている。市部では，古川市の 550%が最

大で，仙台市は 320%ほどである。ちなみに，商業の活

発な酒田市での大火のそれは2100%，温泉観光地である

東伊豆町のそれは， 1490%であった。

歳入額と市町村税収額との関係、は，第二次，三次産業

の集積した仙台市で，歳入額の53%が市税収額であるの

に対し，例えば鳴瀬町では，わずかに15%すぎない。な

お，酒田市のそれは38%，東伊豆町のそれは59%なので

ある。

すなわち，第二次，第三次産業の未発達な自治体にと

っては，歳入額に占める市町村税収額は，極めて低い割

合を占めるのであるが，それは，地域経済力(活力)を

投影しているのである。従って，図-12は， 1978年宮城県

沖地震がもたらしたダメージが，沖積平野部の市町村に

おいて，極めて大きいものであったということを明示し

ているとともに，被害額としては圧倒的に大きい仙台市

では，そうした農村部が受けたダメージよりも相対的に

9，205 

11，131 

3，294 

28，247 

小さな地域ダメージでとどまっていたということを示し

ているのである。すなわち，仙台市をはじめとする都市

の有する諸機能の総体としてのポテンシャルからみると

今回の地震で被った都市部の直接的被害の程度は，むし

ろ幸運であったのであり，数倍に及ぶ被害を被っても不

思議ではなかったとも言えるのである。なお，図-13は，

被害総額の税収額及ひ議入額に対する各々の割合の相互

関係を示したものである。図-7と対比するならば，人的

被害における都市でのニスカレーシヨンに対し，物的被

害における都市部での相対的なダメージの低さがより明

らかである。

おわりに

本稿での検討の結果， 1978年宮城県沖地震のもたらし

た被害は，いくつかの特徴的な点が明らかになった。

被害は，被災した地域の社会的条件に規定されるので

あるから，地域社会規模の大きさは，被害の絶対量の大

小を規定する。従って，仙台市の被害規模が大きいのは

当然である。しかし，災害が地域に与えるダメージとし

てみるならば，今回の地震が仙台市に与えたダメージは

相対的に小さいのであって，むしろ，沖積平野部の農村

部において，大きなダメージを受けているということで

ある。他方，人的被害については，特に過去の被害仮に

はみられないほどの高い割合で，負傷者が発生したこと

特に都市部に集中的に発生したことも，今回の地震被害
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の大きな特徴といえる。しかし，国井ら (1978)の墓石

調査による最大加速度推定によれば，仙台市街地東側か

ら海岸までの地域及び古川 小牛田聞の地域に最も大き

い加速度 (400-450ガ、ル以上)が推定され，大きな地域

ダメージを被ったところの大郷町付近では 350ガ/レ，米

山，鳴瀬町付近で300-325ガル程度とーランク低く推定

されている。(これは仙台市街地と同程度なのである)

このことは，最も大きく地域ダメージを被った平野部の

町村が，必ずしも最大の地震動を受けた地域とは限らな

いことを推察させるもので，上記の被害の態様，特に地

域ダメージの地域差を理解するには，より社会科学的側

面からの究明が要求されよう。今後を期したい。

本稿をまとめるにあたり，東京都立大学都市研究セン

ターBクワレープの定例防災研究会で多くの示唆を受けた

ことに感謝します。また，資料の収集，整理には，東京

消防庁研修生である白井和夫氏，小川正幸氏の多大な協

力をえたことに，改めて感謝します。

1主

1)各市町村名は，付図 1に示す。なお，付図 1におい

て，斜線を付した部分は山地，白地の部分は平野を表

現したものである。

2)図中の数字は，付図 1に示す市町村名に対応する。

付図 1 図中の数字は，以下の市町村に対応する。

輪車市町村名|臨覇市町村名|鰐l市町村名

1 仙台市 26 大和町 51 志 波 姫 町

2 石巻市 27 大郷町 52 花山村

3 塩釜市 28 富谷町 53 迫 町

4 古川市 29 大衡村 54 登米町

5 気仙沼市 30 中新田町 55 東和町

6 白石市 31 小野田町 56 中 jil IBT 

7 名取市 32 宮崎町 57 豊里町

8 角田市 33 色麻町 58 米山町

9 多賀城市 34 松山町 59 石越町

10 泉 市 35 三本木町 60 南方町

11 岩沼市 36 鹿島台町 61 河北町

12 蔵王町 37 岩出山町 62 矢本町

13 七ケ宿町 38 鳴子町 63 雄勝町

14 大河原町 39 涌谷町 64 河南町

15 村田町 40 田尻町 65 桃生町

16 柴田町 41 小牛田町 66 鳴瀬町

17 川崎町 42 南郷町 67 北上町

18 丸森町 43 築館町 68 女川町

19 亘理町 44 若柳町 69 牡鹿町

20 山元町 45 栗駒町 70 志 津 川 町

21 秋保町 46 高清水町 71 津山町

22 松島町 47 一迫町 72 本吉町

23 七ケ浜町 48 瀬峰町 73 唐桑町

24 宮城町 49 鴛沢町 74 歌津町

25 利府町 50 金成町

3)ただし，市町村区分不能としたその他の被害359億

円は，ライフライン等の都市施設の被害であり，その

過半は仙台市と考えても大きな誤まりではあるまい。

それを換算すれば，仙台市のそれは，約2∞%ほどに

なろう。
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